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はじめに

この論文の課題は､日本企業からの海外派遣者が､

海外の都市においてどのような日本人社会を形成し､

どう生活をしているのかを考察することである｡彼らは

従来の移民とは異なり､多国籍企業の海外展開の中

核的担い手であり､高いステ←タスを持つ｡この論文

ではとりわけ多くの企業派遣者が住むデュッセルドル

フを研究対象として取り上げる｡

経済のグロ-パル化が進展する中､カネ･モノの移

動にとどまらず､ヒトの移動も活発になっている｡日本

においても､高齢化社会における労働力不足を補完

するものとして､高齢者と女性に並んで､外国人の存

在が注 目されている｡この移民は､発展途上国から先

進国へと流れるのが一般的である｡この移民について､

伝統的には､送出し国の失業などのプッシュ要因や､

受入国における既存の移民社会の呼び寄せ効果など

のプル要因などによって説明されてきた｡その後､サス

キアサッセンが 1960年代以降のアメリカへの移民につ

いて､資本の移動と労働力の移動との関係を指摘し

た1｡

多国籍企業の海外派遣者も資本の国際移動に伴

う労働の移動という点では､サッセンの指摘した移民と

同様である｡サッセンの指摘した労働移動は､資本輸

入国から輸出国あるいは､輸入国の周辺地域から中

心地域への流れである｡しかし､企業派遣者は資本

輸出国から輸入国へと向かう移動であり､移動する労

働者の種類も全く異なる｡なにより､移動を引き起こす

のは多国籍企業の海外進出であり､企業内の人事異

動による人的資源の再配置である｡

彼らが派遣される目的は､主に､第一に現地法人

などの経営管理の担い手という役割､第二に｢技術移

転 ｣のためである｡通常､海外派遣者は､派遣に伴っ

て､仕事の幅が広がるとともに職位も上昇し､現地法

人において上位の職位に配置される傾向がある｡一

般にステ-タスの高さが指摘されるゆえんである2｡ ま

た､日本企業の場合には､他国の企業に比べて､相

対的に多くの母国社員を海外に派遣する傾向がある3｡

よって多国籍企業､とりわけ日本の企業にとって､国

際化要員の確保および､その育成は国際化戦略にお

いて重要な位置を占めているといえる｡

現代の世界経済において､多国籍企業の存在は

大きなものであるOちなみに 2004年時点で､4,126社

の日本企業が海外に進出し､20,563社の現地法人を

所有している4｡業種でみても､企業規模でみても多種

多様の企業が国際経営に乗り出している｡この国際

経営を行うにあたって､日本の本社から各国の現地法

人や支社などに派遣される社員が､本論文の対象と

なる海外派遣者である｡2004年現在､日本企業から

の海外派遣者は 43,480人に上っている5｡さらにその

家族を含めると10万人程度の在外社員家族がいると

考えられるO

私は､このテ-マについて3つの意義を見出してい

る｡第-に､先行研究が少ない点である｡デュッセルド

ルフのように日本企業が集中的に拠点を置くような都

市においては､企業派遣者は都市に対して非常に大

きな影響力を持っている｡だが､これまで十分な関心

が払われてきておらず､一研究の蓄積が薄い｡先行研究

としては､ErickZielke氏の 1982年､HDuesseldorfer

geographischeSchriften"をあげることができる｡この

研究は 170ページにわたる本にまとめられており､デュ

ッセルドルフの日本人の展開について網庵的にとりあ

つかっている｡しかし､継続研究が行われておらず､情

報が古くなっている｡さらに著者がドイツ人であるため､

日本人の社会についての理解が浅く､一般的な経済

学･地理学の視点からの研究に止まっている｡私の論

文では､(∋1982年以降の展開､② 日本人の視点によ

る社会分析､③独語と日本語の両方を使用しての研

究､を行うことで独 自性を出したい｡特に日本側からの

研究という意味で重要性は重い｡企業の社会的責任

が問われる風潮が強くなっている中で､多国籍企業と

企業派遣者の送出し国は､自らの海外進出が副次的

に進出先の社会に与えている影響についても､正しい

認識を持つべきである｡

第二に､グローバル化という世界規模のマクロな動

きと､人々の生活というミクロな動きの関係を明らかに

することができる点である｡現代の地域経済は､考察

の範囲を狭い地域だけに留めることは許されず､その

地域が他の地域や､世界とどのような関係性をもって

存在し､規定されているのかに配慮しなければならな

い｡デュッセルドルフのケースでは､日本企業の進出と

いう文脈が､地域形成に少なからぬ影響を与えている｡
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最重要な世界都市というほどではないにもかかわらず､

地域 内のみに完結しない地域形成のありかたは､経

済のグローバル化という文脈の中で興味深いO

第三に､私 自身が大学生活で身につけた独語を､

研究にあたって発揮することができるという点である｡こ

の論文の中には独語の文献 ･ホームペ-ジ･ドイツ人と

のインタビューによって集 めた情報が含まれるo研究の

対象 自体は 日本人であるため､日本社会 内部のみを

調査するためには､日本語のみで十分だが､現地人

が日本社会をどのように見ているのかという側面に迫る

ためには独語が必要である｡今までのドイツ語の学習

の成果を発揮するとともに､論文作成のプロセスの中

でドイツ語能力をさらに高めることができるのではない

かと考えた次第である｡

この論文は4つの章から構成される｡第1章では､日

本企業とデュッセルドルフの関係性について概観する｡

デュッセルドルフがどのような都市であるかを示した上

で､その都市における日本企業と日本人の活動や､

日本人社会が生まれた背景を明らかにすることが目的

である｡第2章では､日本人社会に作り出された団体 ･

施設を観察し､それらを分類し､特徴を明らかにするo

ここでは外形的に当地の 日本人社会がどのように存

在しているかを示すことが目的である｡第3章では､デ

ュッセルドルフという都市から視点を移して､当地の日

本人社会の構成員である日本企業の海外派遣者に

ついて､その特徴を明らかにする｡日本社会の構成要

素に注 目することで内側からの考察をする｡第4章で

は､先行する2つの章での考察を受けて､社会の内側

である構成要素の特徴が､社会の外側にどのような帰

結をもたらしているかを明らかにする｡

第 1章 日系 企 業 とデ ュ ッセ ル ドル フ

第 l節 NRV日中ltデュッセル ドル フ

デュッセルドルフは､ドイツ西北部に位置するノルトラ

イン･ウエストファーレン州 (以下 NRW 州と略)にある｡

NRW 州にはデュッセルドルフの他､ケルン､ボン､エッ

セン､ピーレフェルトといった都市があり､それぞれドイ

ツの産業都市として重要な位置にある｡

ライン川沿いのルール工業地帯は､石炭 ･鉄鋼産

業の中心として戦後のドイツ経済を支えた EU最大の

工業地帯 として知られている｡表 1に示されるように､

2004年時点で人口､域 内 GDP､直接投資受入額､

輸出額の指標でドイツで第一位の地位にある｡

直接投資受入額からもわかるように､NRW州には外

国企業が多く存在している｡NRW 州は外資企業誘致

にも熱心で､経済振興公社を日本 ､アメリカ､韓 国､
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中国､ロシアに設置している｡同公社は NRW州の産

業立地ポイントとしての優位点を 10点指摘して積極

的に誘致活動を行っている6｡これらの優位性は､以下

の三つの点から派生しているO第-に､地理的に欧州

の中心に位置しているという点である｡東はモスクワ､

西はリスボンまでを飛行機で3時間以内でつなぐ場所

に位置している｡第二に､重工業地帯としての歴史を

持つ点である｡NRW 州はライン川流域のルール工業

地静を擁しており､重厚長大型の工業が主要産業で

あった時代に栄えた土地である｡その時代から産業イ

ンフラが整備されていた｡第三に､重厚長大型の工業

の衰退にあわせて､産業構造転換を行った点である｡

とりわけNRW州経済振興公社は､この点を強調する｡

現在 ､研究 ･サ-ビス･先端分野への構造転換を狙い､

重工業からの脱却を目指している｡

表 I NRW州の主要指標

人口 域内GDP 直接投資 輸出額

出所:StatI'stIIscheBundesamthttp:/Aww.destatis.de BundesBank

httpこ〟kww.bundesbank.de

(2005/10/々 データ取得)から作成

このような特徴を持つ NRW州の州都が､デュッセル

ドルフである｡だが､同市は世界のその他の都市と比

較すると､規模の上でも､機能の上でも決してトップク

ラスの都市ではない｡例えばジョンワ リードマンは､有

名な『世界都市仮説』の中で､デュッセルドルフを世界

都市の中には含めていない｡その理 由は､NRW 州が

石炭鉄鋼産業を中心とした工業地静にすぎないという

認識があった7｡その後 NRWが､産業構造改革をすす

め､フリ-ドマンもデュッセルドルフを世界都市として認

めるようになる｡フリ-ドマンは､世界都市を4つの階級

に分類している｡①世界的な金融センタ- ②多元国

家上の分節 ③重要な国家上の分節 ④国家内/′地

域的分節､の4つである｡デュッセルドルフはこのうち④

の階級に属しているという8｡

これは､デュッセルドルフがケルン､エッセン､ボンな

ど NRW 州の他の都市や､その周辺地域の中心的存

在であることを示している｡そのことは､ルール工業地

帯の生産管理機能が集 中していたことから｢ルールの

事務机 ｣と呼ばれていることにもよく現れている｡同時

に､ヨーロッパ全土をコントロールするような機能を持っ

ているわけではないということも意 味している｡欧州の

都市としては､(丑にはロンドンが含まれ ②にはフランク

フルト､アムステルダムがある｡さらに､③にはパリ､チュ

ーリヒ､マドリッドが含まれているOその下の階級として､

デュッセルドルフが位置づけちれているのである｡
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第 2節 デュッセル ドルフにおける日系企業およ

び日本人

(1) 在デュッセルドルフ日本企業

デュッセルドルフにおける日本企業の歴史は､1952

年に三菱商事が拠点探ししたことにさかのぼる｡それ

以前は､ドイツにおける日本企業の拠点は､ベルリン

およびハンブルグにあった｡当時の進出企業は､主に

商社であり港町と首都という立地条件の下で活動を

行っていた｡その後､製造業企業の進出にともなって､

港町のハンブルクは条件が合わなくなったO一方ベル

リンも戦後の東西分裂によって､日本企業の撤退が相

次いだ9｡以上のような文脈の中で､第 1節にあげたよ

うな NRW 州とデュッセルドルフの立地条件がクローズ

アップされ､まず最初に商社が拠点をつくり､70年代

に製造業企業の進出が本格化した｡ちなみにドイツに

は現在､デュッセルドルフほどではないが､ハンブルグ

とフランクフルトにも多くの日本企業が存在している｡

ハンブルグは現在でも商社を中心に､フランクフルトは

金敵を中心にした企業が拠点を構えている｡
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1974年からのデュッセルドルフへの日本企業の進

出の推移は図1のようになっている｡74年には既にメ

ーカーの方が商社よりも多くなっている｡また､1989年

の東西ドイツの統一後に現地法人数が大きく伸びて

いる｡1994年以降法人数は安定している｡これらの傾

向はデュッセルドルフだけでなく､全ドイツの現地法人

数の推移とほぼ同じ傾向であることが図2からわかる｡

また､巻末に添付した表2は､デュッセルドルフに現地

法人を持っている企業の進出年表である｡

(2)在デュッセルドルフ日本人

この論文でデュッセルドルフを取り上げる理由は､表

3に見られるように､多くの日本人がそこに在住してい

るからである｡デュッセルドルフには､2003年時点で在

狼の日本人24%にあたる､約 6,432人が在住しているO

日本以外の国からの外国人の場合､在独者のデュッ

セルドルフ居住率は1-3%と少なく､デュッセルドルフ

がとりわけ日本人にとって重要な拠点であることがわか

る｡また､先進国からの外国人居住者の絶対数と比べ

ると､日本人の居住人口そのものも突出して多い｡

しかし､前節で述べたように､デュッセルドルフはニュ

ーヨークやロンドン､東京のような世界都市には､機能

の上でも規模の上でも及ばない都市である｡世界中の

都市の在住 日本人数でも都市別で25位にとどまって

おり､決して多いというわけではない10｡だが､デュッセ

ルドルフの日本人社会には他の都市のそれにはない

特徴がある｡日本人社会の初期段階が企業の海外

派遣者によって形成されたという点と､都市規模に対

する日本人社会ウエイトが大きいという点である｡

表 3 外国人人口と割合

デュッセルドルフ デュッセルドルフに
(人) 住む割合

トルコ 15,332 0,90%

ギリシャ 10,959 350%

日本 6,432 23.80%

ロシア 3,557 2.00%

ウクライナ 3,418 2.70%

イギリス 2,423 2.50%

オランダ 2,328 2.00%

アメリカ 1,223 1.30%

出所:StatI-stischeBundesfAm納ttp:/シ加ww.

stat/'stik-portA/.de,LandesHauptstadtDuesse/dorf

http:/～ww.duesseldorf,de

(2005/10/々 データ取得)から作成
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表2日本金寒のデュッセルドルフとその周辺各市への進出年表

i 商社 メーカ- 8その他 ~ぬ∴ キンセキサンデン桟浜ゴム大隈豊和親械オ-クマ常セラミタ三ツ星ベルト UFJ銀行

55 三菱商事貫井物産

57 伊藤忠日商岩井

58 唾棄食僅束帯事

l 62 積水化学エ集 i 89 辛-穀秦el立メ1L'Jイコ森本製作所三愛化学三筆製紙TOTOトクヤマ二凸版印刷日本ゼオンカヤパ工祭タミヤサトーヨネックス-東芝境域 商船三井召ジステイk,jクアイ-ロジスティックス窯準

萱 63 日本頼エ

茎 64 B立ハイテクノ打ジーズ

186- 欝士写真フイ′.しム三協頼密製作所

喜.67 兼松 不二越 】 i

l 68 ミツトヨ l

69 三栄コ-ポLTシ当i' 大日本インキ化学エ葦三洋セ-)I,ス､マ-ケティング J東芝

ナー 襲光NTN

90:岸本産孝三弁物産■ 亀乳化学二条三菱ガス化学三井化学NECトーキンアンリツ 結未海陸運送準凍運輸こ72 三乗物息 藩士適テンニコンシマノTDk

73 日本紙パルプ商泰 協和発酵エ畢 竹中エ■務店 ･9! :伊藤達 大去空 東宮三琴錦緑

シークス JNEC: 岩谷座薬 グロ-り-- 東京三菱革行-

鯛谷鎖積車ヤノン 川飯南寧住友商等 川崎重工糞キリンビール JALバック

マツダ三雷魚鐘沖電気二条 .卜-メン 95L/.モjt,チエノp日産叱学士褒ニッタ(つf<Jくセガ住友比重ヱ喪Jト阜占帝屠ピストンリング京セラケミカル三洋セ-ルス.マ..一一pサティンゲ.日本カーバイト土,餐

7ー4 西尊慮薬 レオン自動観千住金属土麓

75 東洋遺借総.三城 スl)-ポンド薫洋ゴム.三賞アシックス 藤木ハウス

78 アイコム河合葉巻製作所日立マクセル

刀 三洋セールス.マ⊥ケティングミツミ電櫨 はくほう.どう

92 ダイキン工寮FOR 学究紅KD【)i18 松風 アルパイン 丸紅

大日p本スウリ一二ン製追富士通ゼネラルパイオニアバンドー化学 オーク製作所 アルパイン

i.93p]住友商事 帝人顛

94■ アロj]日エ戸EEIエ寒青木周研究所

79 アルプえ電気セイコー-エプソン河合条等叡作所双箕鷲手.I策El立エ壊 三越日本出版販売キウコ十マン 95: 自本尊遠僅化カう,一一.川崎菱エ薮 琴漁

如 長潮摩喪 資生堂池上通常敬 96∴伊藤忠義夢 アイホンコマツ

日本特殊陶案富士写真光頼ー L日本合成化学工菜ヤクルト本社

らー 小谷東芝住友電気工菜 日.本通運 97 !内山エ菓 lキッコーマン

由 キツコ-マンマツダ旭化成 日本オライスサ⊥ビ:A電通アートコ-ポレ-シヨン 二

･.82 日立仏銀1'.紫マックス-NECが)羊ン争)Lp,モータ,-スギノマシンYUASATト叫<.ノ-リツ解職ー 住友倉庫

99. 日東金顔機械土ムシートランス日本酸素コクヨ村田製作所旭電化工業

･2000= 愛知戯鋼ユポ.コーポレ-シヨン豊田エ観サンリーフ .

83 守谷商会 リケン呉羽化学エ纂ダイヘン果蔑

0ー 堺商事住金物療 市川毛韓日本電産コ′(ル電子日立計測凝サ-ビス東芝テック 日本トランス.シティジエイテック

84 西嶺車重 キタムラ磯城沖電気エ簸三菱マテリアル境河電線 J剣_ホテルズ

02 三車エンジニアリング_q#&#鯖エ技研アリスタライフサイエンス8.T) ダイセル化学上乗イワキ三共 近鉄土ケ東プレえ日新賓京三菱銀韓 ー

子88. cD:C井関農城 ホシデンヤマト繋衡 tItIl

出所:東洋経済新帝社『海外遠出金賞総覧2004遜2005から作成
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日本人移民は 19世紀末から20世紀初頭にかけて

主に南北アメリカ大陸に移動した｡彼らは日系人とし

て現地化し､彼らの社会を築き上げた｡その後､日系

企業が各国に進出するようになり､海外派遣者という

かつての移民とは異なる人々を外国に送出すようにな

る｡企業派遣者が南北アメリカへ派遣される場合､ニ

ューカマーとして既存の日系人社会の中に入る､もし

くは利用するケースが見られるOそれはそれで興味深

いのだが､グロ-パル化というコンテクストの中で企業

派遣者が作り上げた社会として独 自に取り上げること

は困難である｡

それに対して､南北アメリカ大陸以外の都市には､

基本的に日系人は存在せず､これまでの移民時代と

は異なる日本人社会が形成されている｡例えばロンド

ンやパリにはデュッセルドルフをはるかにしのぐ数の日

本人が在住しており､より規模の大きい日本人社会を

形成している｡だが､都市規模に対する日本人社会

の大きさという意味では､デュッセルドルフが最も大き

い｡

表4 欧州の主要都市における日本人

日本人数 日本人割合

ロンドン 23,402 0.33%

パリ 16,097 0.75%

デュッセルドルフ 6,432 一,13%

アムステルダム 3,790 0.52%

ミュンヘン 3,199 0.27%

ミラノ 2,816 0.24%

フランクフルト 2,720 0.42%

出所:外務省韻事移住部『海外在留邦人数調査統計』

http･/hww､mofa,go.jpノ血ofaĵoko/そokeîojin/(05/セ005/10̂ 3
データ取得)から作成

表4によると､都市全体の人口に対する日本人の割

合はデュッセルドルフにおいて 1.13パーセントである｡

ロンドンやパリは絶対数は多いが､全人 口に占める割

合が低く､日本人以外の外国人も混在している｡これ

ら二つの特徴から言えることは､グローバル化の文脈

の中で企業派遣者が都市の形成に対して､最も大き

な影響を与えていると考えられる都市が､デュッセルド

ルフだということである｡

だが､現在のデュッセルドルフは､もはや企業派遣

者のみによって構成されているわけではない｡企業派

遣者が作り出した日本人社会がプル要因となって

様々な日本人がデュッセルドルフに集まっている｡企

業派遣者以外の日本人は､政府派遣者とその家族､

日本人向けビジネス従事者とその家族､学生､芸術
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家､ドイツ人の配偶者などがである｡また､最近の動き

としては､ワーキングホリデー(以下 WH)が始まったこと

により､若い世代の日本人が増えているようである｡彼

ら非企業派遣者については､第 3章でも詳しくふれる｡

このように現在では企業派遣者だけでなく､非企業派

遣者も在住しているが､後者は前者なしにデュッセル

ドルフに集住することはない｡したがってデュッセルドル

フで日本人社会が形成された契機は海外派遣者であ

り､その家族であるといえる｡また現在も日本人社会の

中核は海外派遣者によって担われている｡このことは､

表5にみられるように日本クラブの幹部はほぼ全員が

日本の有名な多国籍企業の社員によって担われてい

ることによっても示されている｡よって､この論文は､デ

ュッセルドルフの日本人社会を主に企業派遣者が作り

上げた社会として取り扱うとともに､主に企業派遣者に

焦点を当てる｡

表5 日本人クラブの幹部

役職 所属企業 役職 所属企業

会長 三井物産 総務部長 トプコン

副令長 三菱商事 経理部長 三井化学ヨーロッパ

住友商事 管理部長 みずほコーポレ-卜銀行

東芝エレクトロニクス 運動部長 日立金属

三井化学ヨーロッパ 文化部長 ヨネックス

監事 UFJ銀行 娯楽部長 NTTヨーロッパ

日本興亜損保保険 図書部長 東京海上火災保険

出所:デュッセルドルフ日本クラブ『運営委員会』

http勅 wwJapanc‡ubJ'is.de/member.htm暮(2005AAOデータ取得)から作成

第 2章 デ ュ ッセ ル ドル フの中の 日本

この章では､デュッセルドルフにおいてどのような日

本人社会が形成されているかを具体的な団体､施設､

経済主体を取り上げることで把握してみたい｡日本人

社会という言葉だけでは､概念として漠然としているた

め､まず最初に日本人社会を構成する要素を明確に

する必要がある｡冒頭で述べたように､この論文は企

業派遣者の生活に注 目している｡故に､この章で対象

とするのは､デュッセルドルフに存在する日本人関連

の団体､施設､経済主体のうち､当地の日本人の生

活に対し社会的かつ直接的に関与するもののみに限

られる｡したがって､家族などのような私的な人間関係

や､欧州規模での活動のために進出してきた企業､J

ETROのように日本企業をサボ-トする目的の団体 書

組織 ･会社も含まない｡ただし､日本から進出してきた

企業のうち､当地の日本人の生活に直結するサービ

スを行うものは含まれるO
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スを行うものは含まれる｡

第 1節 営利 目的

(1) 全体的概観

まず営利活動を展 開しているものを概観する｡デュ

ッセルドルフには､日本人を対象にしたビジネスが多く

展開されている｡表6に見られるように､日本料理店 21

店､日本食料品店 12店を始めとして､様々な分野に

及んでいる｡また､図3に示されるように､それらのうち

の多くがインマ-マン通りに店を構えている｡日本食レ

ストランt21のうち 12店､日本食品店 12のうち 7店､

理髪店 9のうち 4店がこの通りにある｡日本企業の支

社､事務所も集 中しており､日本語の看板が立ち並ぶ

インマ-マン通りは最も強く日本人の存在を感じさせ

る通りである｡

表6日本人対象ビジネス ()内は度数

日本食レストラン (2日 ピアノ調律士 (ー)

日本食料品店 (12) 開業医 (27)

美容院 (9) 語学学校 (ー2)

本屋 (2) 塗 (6)

レンタルビデオ (2) ホテル (1)

本屋 (2) 百貨店 (1)

雑貨屋 (4) 引越しサービス (3)

カラオケ (3) 旅行代理店 (4)

出所:デュッセルネット

http:/んww.duesselnet.com̂ ndex1024.html(2005/々^0デ
ータ取得)から作成

図3 日本人対象ビジネスの分布

出所 『デュッセルネット』ht,tp://www,duesselnet.com

(2005/10/7データ取得)

これらの 日本人対象のビジネスは､主に日系企業

が営業している｡一般的に言って､日本独 自の文化､

言語 ､習慣から生じる独特の需要を満たすのが 日本

人対象のビジネスであり､それら背景が非 日本人にと
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って参入 障壁として存在している｡しかし､食料 品店

や開業医などの場合 ､非 日系企 業によっても経営さ

れており､従 業員として日本人もしくは､日本語の堪

能な非 日本人が含まれているというケースもある｡

表 7日本人対象ビジネスへの進出企業

塗 アクシス､ena､東進､公文教育研究会(3)

ホテル 日本航空開発

百貨店 三越

引越しサービス NipponExpress､欧州ヤマト運輸

旅行代理店 州S､｣ALPAK､日本国際旅行

レストラン キッコーマン､キリンビール

本屋 日本出版販売

出所:『海外進出企業総覧2004』東洋経済新報社 2004から作成

デュッセルドルフには､食料 品店が二つ存在してい

るが､両方とも韓 国人によって経営されているO しかし､

従業員は､日本人も多く含まれている｡商品としては､

日韓の食材を中心としてアジアの食材も含まれる｡客

層は､在デュッセルドルフの日本人および韓国人の他 ､

ドイツ人の姿も見られる｡この日本食料品店の例は､

日本人の雇用 ､日本語の学習 ､仕入れの確立などに

よって非 日系企業の参入も可能であることを示してい

る｡また､全く逆に日本人が参入障壁を越えて専門性

の高い分野に進 出し､日本人に対して専門分野のサ

ービスを行うケースもある｡その例としては､六名の日

本人医師を挙げることができる｡

日系企業を分類すると､ドイツの現地 日本人が起

業した現地企業と､日本から進出してきている進 出企

業に分けることができる｡蓑7の企業が､日本から現地

の 日本 人市場に進 出している｡進 出企業は､ホテル

や百貨店など大規模なものや､引越しサービスや塾な

ど日本とのネットワークが必要である分野の他､レストラ

ンと本屋において現地企業と競争関係にある場合も

ある｡ロサンゼルスにおいては､日系人が経営していた

現地企 業と､日本の多 国籍企 業の海外進 出後に進

出してきた日本人対 象ビジネスの企業が競争する形

になった｡その結果 ､日系人の経営する企業と日本か

ら進 出してきた企 業とが競争し､日系人経営の現地

企業が淘汰された11｡また､日本国内で放映されたテ

レビ番組のビデオなどをレンタルするレンタルビデオ店

の場合 ､国内のレンタルビデオチェーンとは商品が異

なるため､それらのチェーンが進 出することはないかも

しれない｡しかし､インターネットとテレビの融合が進め

ば､今後淘汰されていく可能性はあるだろう｡
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文化的背景による参入障壁の低い分野がある一方

で､参入障壁の高いビジネスが日本食レストランである｡

レストランの場合には料理というプロセスがあるため､日

本人の味の好みを理解している必要がある｡そのため

デュッセルドルフの日本レストランは全て日系企業によ

って経営されている｡これは､ドイツの他都市と比較し

て､特徴的な点と言えるO日本食レストランはドイツに

多く存在しているが､非 日本人が経営 ･調理をしてい

るケースも多い｡私が試食した感想としては､一般的

にそれらの日本食レストランの味は､日本人には合わ

ないユ2｡それらのレストランは客層としてドイツ人を想定

しているものと思われるOデュッセルドルフの日本食レ

ストランは主に日本人を顧客として想定しているため､

日本において食べる味と全く変わらないものを食べる

ことが出来る.また､もう一点特輩すべき点は､そのよう

なレストランが多くあるためもうデュッセルドルフのドイツ

人の中には､日本食に深く通じており､日本人と同様

の味を好んで食べる人々も存在している点であるユ3｡

デュッセルドルフには 21の日本食レストランが存在

しているが､それらは激しく独 占的競争を行っている｡

それぞれのレストランが特徴を打ち出している様子が

見られる14｡それぞれに戦略を練っての経営を行って

いるが､競争に敗れるレストランもあり､市場からの撤

退も頻繁のようである｡第 2節で､詳しく触れるが､日

本クラブの一階にも､日本食の食堂がある｡そこでは

低価格で日本食を提供しているが､レストランの競争

が過熱する中で､10数年前に比べて客は大幅に減っ

ているという150その一方で成功を収めたレストランは､

他のレストランを買収したり､空港に支店を出すケ-ス

なども見られるユ6｡

第 2節 非営利 目的

デュッセルドルフにおける日本人は､1955年の三菱

商事の拠点 設立以来 ､様々な施設 ･団体を設立し､

日本人社会を展開していった｡表8から分かるように､

非営利の団体 ･施設の設立は1964年の日本人クラブ

の設立に始まり､1988年の日本文化センターの設立

までで一段落し､その後ハード面での追加はない｡

むしろ 1988年以降は､日本人向けの設備が充実

するというよりも､日本人と現地のドイツ人との交流を

促進する目的での行事の開催や奨学金の設立が進

んでいる｡日本人が遠隔地で生活をする場所として十

分な生活インフラは 1988年までに整い､1989の東西

ドイツ統一景気を迎えたと歴史を読むことができる｡以

下でそのうちのいくつかを挙げる｡

一般的に広い分野で最も重要な役割を担っている

のが日本人クラブである｡当クラブの会則によると｢本

会は日独市民の文化及び習慣の相互理解と友好の

促進､個人及び法人会員の生活 ･活動の本拠である

地域社会への貢献並びに会員間の親睦と互助を目

的とする17｣としている.発足以降､各種行事の開催､

趣味娯楽のクラブ運営､生活情報の提供､情報誌の

作成､会議室､レストラン､図書室を含む施設の運営

などを日常業務としている｡日本人のための活動だけ

でなく､ドイツ人と日本人との交流を進める活動として､

日本庭園の寄贈 ､デュッセルドルフ城塞塔修復費寄

付 ､デュッセルドルフ- 日本奨学基金設立 ､日本週

間､日本年への参加 ･協力･協賛をあげることもできる｡

日本人社会の内部でも外部に対しても中心的役割を

担っている団体である｡

表8デュッセルドルフにおける日本人の戦後史

1952

55

64

65

66

67

日本企業が拠点探しに訪れる

三菱商事 初の商業登記

日本人クラブ設立

日独協会設立

日本領事館

商工会議所

日本総領事館

インターナショナル

スクール

日本人学校

日本庭園

日独センター

日本人幼稚園

日本週間

日本文化センター

日本語補習校設立

日本週間

目本年

出所:『デュッセルドルフ日本人クラブ』
http:/hww.japanc暮ubJ'is.deパデュッセルドルフ日本人学校』
http:/Aww.jisd.de/(2005/10/々データ取得)から作成

さらに､日本人社会にとってもう 1つ重要な位置を

占めるのが日本人学校である｡1968年にはインタ-ナ

ショナルスクールが設立されていたが､1971年に日本

人のための学校として設立された｡また､1988年には

現地校およびインターナショナルスクールに通う生徒

のための日本語補習校が設立された｡日本人幼稚園

も4つある｡71年以降､デュッセルドルフ内の日本人の

中に占める子供の割合が急激に増加した｡詳しくは 4

章で触れるが､日本人学校の設立は子供の増加をは

じめ､現地の日本人社会にとって非常に大きな影響を

与えた｡

もう一点､興味深いのは､そういった非営利的な施
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設が宗教の範囲にまで及んでいる点である｡デュッセ

ルドルフには､Eko-hausという東本願寺系のお寺と､

キリスト教の日本語教会が存在している｡Eko-hausは

宗教だけではなく､文化や学術にまで活動を広げてお

り､日独の文化交流に貢献している｡特に質の高い日

本庭園と仏閣建築があるため､日本に関心のある見

学者がドイツ以外の国からも訪れるとのことであるユ8｡

デュッセルドルフには､大きなメッセ会場があり､メッ

セ開催期間中は広い範囲から訪問者が来る｡その際

にレストランや寺など日本関連のものも訪れるケースが

ある模様である｡第4章にて詳しく述べるが､営利 弓巨

営利の日本関連物が日本を紹介するという役割を果

たしているということが言えそうである｡当初は､企業派

遣者の生活を支えるための日本関連のインフラであっ

たが､日本社会内部に留まらず､ドイツやヨーロッパと

いう外部環境への発信力をつけつつあると言えるので

はないだろうか｡

第 3章 日本企業の海外派遣者

第1章と第2章では､デュッセルドルフという街に注 目

して､その中で日本人がどのような企業や関連施設を

作り上げてきたのかということを考察してきた｡第3章で

は視点を変えて､その社会の構成要素である企業派

遣者に視点を移す｡その特徴を明らかにするために､

三つの主体と比較を行う｡すなわち､19世紀末から20

世紀初頭にかけて日本からアメリカへの移民した日系

人､在デュッセルドルフの外国人滞在者､さらに非企

業派遣者の日本人である｡

第 1節 南北アメリカ日系人との比較

南北アメリカ大陸に存在する､大きな日本社会をも

つ都市､例えばロスアンゼルスや､シアトルなどといっ

たような都市には､以前から日系人が存在していた｡

彼らは 1890年から1907年にかけて､主にハワイ経由

でアメリカに移民した｡やや意外なことであるが､彼らの

多くは地方の家庭の家長や長男だった｡これは彼らの

移住の計画が当初､永住ではなく､一時的な出稼ぎ

をして帰国するというものであったからである｡しかし､

彼らが思い描いたようには稼ぐことはできなかった｡そ

の理由は､いくつかあげることができるO-つは､移民

のタイミングが他国からの移民に比べ遅かったため､

移民社会の中でも最下層部からスタートしなければな

らなかったことにある｡良い仕事が与えられず､低賃金

の単純労働が主な仕事であった｡次に､出稼ぎという

意識から､短期的な利益を追求しがちであった点であ

る｡移民の初期においてはギャンブルで一儲けして帰
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るという発想など短絡的な行動に走りがちであった｡最

後にホスト社会からの排斥を受けた点である｡過剰な

ほどの勤勉さ､文化的遠い､ホスト社会に適応しようと

しない態度などから日本人は排斥を受け､経済活動

は同胞内部に留まっていた｡その後､彼らの多くは短

期での出稼ぎという当初の方針を改める｡永住を選択

し､ホスト社会への適応と社会的ポジションの確立によ

って､状況の改善を図ろうとしたのである19｡

彼らは長期的視点にたつ移住に方針を改め､長期

的に職業上の地位を上げていく｡自営業を立ち上げ

る者､未熟練農業労働者から現金借地者に転じる者

といった具合である｡自営業には食堂､食料品店､理

髪 店､洗濯屋､宿屋などがあった｡これらの自営業は､

日系人の勤勉さ､排斥下で自営業をせざるを得なか

った状況､経済システムが未整備で起業の余地が残

されていたこと､などの要因が絡み合って成功すること

ができた｡また､これらの自営業は同胞を対象としたビ

ジネスもあった｡排斥というホスト社会からの敵対的感

情に対して､同胞の連帯性で対抗し､日本コミュニティ

の中で発展を実現し､成功を収めていった｡

排斥という厳しい外的環境の中､同胞の連帯が重

要な役割を担い､そのための団体も組織された｡邦字

新聞､キリスト教会 ｡仏教会･県人会 ･全米 日系市民

協会といった具合である｡これらの団体は､文化や癒

しのためだけに存在しているものではなく､政治的･経

済的な面での活動が重要な存在意義となっていた｡さ

らに､いつかは帰国したいという意識の残る一世はホス

ト社会への適応と同様に､日本人としてのアイデンティ

ティの維持も重要な課題であり､日本人学校も立ち上

げられた20｡

以上のような19世紀末から20世紀初頭にかけての

日本人移民と本論文が対象としている企業からの海

外派遣者との根本的な違いは､移動が個人レベルで

行われているか､企業によって行われているかというと

ころにある｡両者の間にはその点から派生する違いが

生じている｡企業派遣者の特徴として､次の点を指摘

することができる｡

まず第-に､移動について移動者本人に自主性が

ない点である｡移動の目的･場所 ･時期･期間､全てに

おいて所属する企業の判断に負っており､移動につい

ての自主性をもっていない｡派遣者の選考は本人の

希望､家族構成などの派遣者本人の都合よりも､職

務､職位､年齢といった企業側の都合によって行われ

る21｡だが､自主性を持たない代わりに､自ら会社を辞

め現地に留まるという選択をしない限り､帰国ができな

くなるというリスクを負うことはない｡彼らの外国での滞

在は平均 3.5年という短期であり､企業に所属する限

りにおいてかれらは確実に帰国､もしくは第三国へと
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移動を行う22｡

第二に､社会的な地位が保障されている点であるO

日系人の場合､排斥される立場にあり､そこから社会

的地位を築き上げなければならなかった｡しかし企業

派遣者の場合､所属する会社や政府機関や日本クラ

ブのような大きな組織 ･団体の中で､社会的地位は保

証されている｡ホスト社会からみても､企業派遣者は進

出企業によって雇用が保証されており､現地人の雇

用を脅かすことはない｡むしろ日本企業の現地での活

動は雇用創出効果をもつ｡日系移 民のハードワーク

はむしろホスト社会の成員への雇用確保の脅威となり､

それが排斥の1つの理由となっていた｡企業派遣者の

場合にはそのような理由での排斥はありえない｡もっと

も､中国における反 日感情の高まりが日本人排斥に

エスカレートするなど､国際情勢の中で未来永劫保障

されているというわけではない｡

第三に､経済的な地位が保証されている点である｡

派遣者の給与は､当然会社により差異はあるが､恵ま

れている｡派遣先の生活環境に応じて海外勤務手当

てに差があり､物価に応じて給与額が変化し､生活水

準を保証する給与体系などもある23｡そのため､先進

国への海外派遣者の場合､国内勤務と海外勤務に

際して生活水準が極端に変化するという状況は少なく

なっているといわれる｡

第 2節 日本人以外の外国人との比較

図 4 出身国別外国人の年齢構成

ドイツに在住している外国人は当然日本人だけでは

ない｡その他の国々の出身の外国人と比較して､ドイ

ツに在住している日本人はどのような特徴を持ってい

るのだろうか｡この点は､当地における日本人社会の

特徴を語る上で非常に重要な点である｡海外派遣は､

一個の生活体の移動､しかも家族を含む移動であると

いう24｡この点について､GuenterGlebeは､家族を伴う

移動を日本人の企業派遣者にとりわけ多く見られる特

徴であると指摘している25｡

労働者 (多くの場合､父親)のみが移動する単身赴任

は､日本でも､国内･国外移動にかかわらず多く耳に

するケースである.しかし､少なくともデュッセルドルフに

転勤になった日本人のケ∴スでは､家族を伴っての移

動が､他国のからの外国人に対して多いとのことであ

る｡それは裏返して言えば､日本以外からの外国人は

独身もしくは単身赴任で移動を行っていうということを

意味し､大きな違いである｡そこで､家族を伴う移動が

日本人に多いという点について､デュッセルドルフの外

国人統計によって確認を行ってみた｡

図4は､主要な外国人の年齢構成を示している｡こ

のグラフから明らかなように､日本人は明らかに 18歳

以下人口比率が多い｡また､60歳以上の人口も極端

に少ない｡他国が､18歳以下と60歳以上の入口が括

抗しているのに対して､明らかな違いを見せている｡こ

のことから､厳密には核家族での移動を日本人の移

動の傾向として指摘することができるO

出所 :FLandcsHauptStadT,DuesspJldol･fjlhttp://www.duesseldoT£de/de/ (2005/10/'7デ-夕取得)から作成
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このような年齢構成になる理由は､大部分の日本人

が企業派遣者だからである｡企業が外国への派遣を

する社員の年齢は､18歳以下の子供を持つ年齢と重

なる｡また､平均 3.5年で帰国する日本人は､現地で

長年過ごし､歳をとって60歳を超えるということもない｡

だが､この傾向が日本人において特に現れるのは

何故なのだろうか｡途上国からの移民は別としても､同

じ企業派遣者を含む先進国からの外国人の場合､日

本と同じ傾向を示しても良いはずである｡だが､この点

については､ヨーロッパ内での移動の場合､日本にお

ける国内移動と同じと考えることができる事情があるこ

とに注意を向ける必要がある｡第1章で述べたように､

デュッセルドルフからは EU の主要都市に3時間以内

の距離にある｡これは毎週末､単身赴任者が家に帰る

ことができる距離であり､家族全員の拠点は移さないと

いう選択を行うのではないだろうか｡

また､移動先によっては､日本人の企業派遣者も､

家族での移動ではなく､単身赴任を行うケースもあるO

それはアジア､アフリカ､中近東地域である26｡これらが

移動先の場合は､日本と地理的に近いために帰国が

容易に出来ることや､移動先での生活環境､移動のコ

ストなどが理由となって単身赴任が行われるO

家族全員で移動を行うコストとリスクや､3,4年程度

の任期､さらには距離的な近さを考えた場合､単身赴

任を行うことが簡単であるという認識が､日本人にもあ

る｡それに対して､日本企業の海外派遣者は赴任先

が欧米先進国である場合､週末だけ帰国することは

不可能であるが､生活環境は十分に整っている｡むし

ろ欧米先進国で生活をすることに積極的な価値を見

出している可能性もある｡このため家族全員での移動

を選択するのだろう｡

第 3節 非企業派遣者との比較

既に述べたように､デュッセルドルフには､企業派遣

者ではない日本人も存在している｡現地に滞在してい

る日本人は大きく分けて､永住組と短期滞在組に分

かれる｡永住組には､自営業を行っている者､長年の

駐在生活を経て定住を決めた者 ､ドイツ人の配偶者

などが含まれる｡短期滞在組には企業派遣者のほか､

WHでの滞在者､レストランなどの契約社員などが含ま

れる｡

永住組と短期滞在組の第一の違いは､現地化の

度合いである｡概して現地化の進んでいる永住組は､

ドイツ文化の理解度が高く､ドイツ語の能力も高い｡ド

イツ社会で生きるためにドイツ人気質を自分の中に取

り込んでいるようにも見られる27｡それに対して平均 3.5

年で日本に帰国する派遣者は現地化することはない｡

むしろ現地化が日本に帰ってからの私生活と職業生

第 3号 (2006年 10月)

活に影響することへの恐れなどから､現地化を意識的

に避ける傾向も指摘されている28｡

短期滞在組の中でも､企業派遣者と WH滞在者 ･

レストラン契約社員とでは大きく異なっている｡それは､

日本国内における正規社員と非正規社員の違いとも

つながるものである｡すなわち､給料水準､福利厚生､

雇用の安定において前者と後者は大きく異なる｡前者

の給料は､少なくとも日本における給料よりも低いとい

うことはありえないが､後者の場合､日本で就職するよ

りも低い貸金で働くことになる｡レストラン契約社員のT

さんの場合､大学卒業後､二年半の契約で働き始め

た｡賃金は月 1500ユーロで､手取りは 1000ユーロと

のことである｡税金の高いドイツにおいては､手取り金

額は非常に目減りしてしまう｡契約社員であるので､長

期的雇用を望むことも出来ない｡もう一点､待遇面で

の違いが明らかになるのは､健康保険である｡ドイツの

健康保険は､公共健康保険と私的健康保険に分か

れている｡公共健康保険は､一般的な医療を無料で

受けることの出来る保険である｡私的保険は､さらに付

加的な医療サービスを無料で受けることの出来るもの

である｡無料で受けることのできるサ-ビスは､例えば

病院での待ち時間なしのサービス､院長 ･教授による

執刀､入院の際の個室の提供などをあげることができ

る｡ほとんどの企業派遣者がこの私的保険に加入して

いるようである29｡それに対して､契約社員は公共保険

のみ､ワーキングホリデ-滞在者は公共保険にも入る

ことが出来ない｡私的保険に加入するほどの生活の余

裕はとてもないというのが実情のようである｡以上のよう

な待遇面での違いは大きく､｢ドイツの日本人社会の

貧富の格差は大きい｣とのことである30｡お金を多く持

たない日本人にとって､日本関連の食材などを高値で

売っているインマ-マン通りは｢目の毒｣という声や､貧

富の格差から生じる非道徳的現象も起きているとの噂

も耳にした3lo

また､もう1つデュッセルドルフの企業派遣者と比較

が可能な日本人の属性は､デュッセルドルフ以外の都

市の日本人であるO同じくNRW 州のケルンにも日本

人が多く住んでいる｡彼らの中には､デュッセルドルフ

の日本人社会について必ずしも好印象を抱かない

人々も多いようである｡ケルンとデュッセルドルフの日

本人社会の違いは､その結びつきの強さにあるようで

ある｡会社という縦のつながりと大規模な日本人クラブ

を横のつながりに持つデュッセルドルフの日本人社会

に対し､企業や 日本人などによる結びつきのゆるいケ

ルンのEj本人の目には､デュッセルドルフの日本人社

会は奇異に映るようである32｡

第 1節から第 3節までの比較によって､デュッセルド

ルフの企業派遣者の特徴を以下のようにまとめること
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が出来るだろう｡①移動に自主性はないが､平均 3.5

年で帰国するため､現地化をせず､強固に結ばれた

日本社会の中で生活を行う､②社会 ･経済的に恵ま

れた待遇を享受している､③学童期の子供をふくむ家

族での移動を行う傾向｡以上三点である｡

第 4車 日本 の企 業派遣者 の作 った

デ ュ ッセル ドル フ

前章では､デュッセルドルフの企業派遣者の特徴と

して(丑移動に自主性はないが､平均 3.5年で帰国す

るため､現地化をせず､強固な日本社会を形成しその

中で生活を行う､②社会･経済的に恵まれた待遇を享

受している､③学童期の子供をふくむ家族での移動を

行う傾向｡それでは､これらの特徴が､現実の日本人

社会の形成にどのような作用をもたらしたかを以下に

記したい｡

第 1節 家族向けインフラの発展

2章で見たように､デュッセルドルフには日本向けの

団体や施設が充実している｡なかでも企業派遣者本

人ではなく､｢家族向け｣という視点から解釈すると別

の見方ができる｡たとえば､数多くの日本人向けの美

容院の背景には女性の存在がある｡あるいは､レストラ

ンだけではなく､家庭での炊事の食材を提供する日本

食料品店の展開も､家族での移動を前提としているだ

ろう｡

家族向けのインフラの中でもとりわけ､教育関連は

充実している｡日本人幼稚園､日本人学校､日本語

補習校などといった､公的な学校だけでなく､公文を

はじめとする塾も進出している｡海外赴任者の最も大

きな悩みの種の一つが子供の教育であり､それを解決

するサービスが充実している.

また､現代の企業派遣者が滞在先で求めている教

育は､かつて日系人が二世に対して行った教育とは

全く異なる｡日系人が行った教育は､ホスト社会での

永住と適応という文脈の中で､道徳や礼儀などの日本

人の考え方 ･生き方あるいは､日本語といった日本人

としてのアイデンティティを下の世代に伝えていくことが

目的だった33｡それに対して､企業派遣者が求める教

育は帰国を前提として､帰国後の国内教育へのスム

ースに順応あるいは高校 ･大学入試に備えるということ

が目的となっている34｡

海外という環境の中にありながら､大学受験という日

本国内の教育システムへの対応を目的とするため､教

育関連のインフラとして日本人学校に留まらず､民間

の塾への需要が生まれることとなる｡日本人学校の生

徒アンケートによると､小学生の 48%､中学生の 78%

が塾に通っているとのことである35｡ところで､子供に教

育を行うというだけの機能ならば､塾は個人経営の可

能などジネスである｡ところがデュッセルドルフにおける

塾は､独立系の資本ではなく､日本からの進出系の

資本によって担われている｡これは､単なる教育ではな

く､目的が受験におかれているため､日本の受験情報

の入手が重要なポイントとなりネットワ←クが必要とされ

る業種だからではないだろうか｡この点は同じ教育関

連でも､独立系で経営されている語学学校とは対照

的な違いと言えるだろう｡

それらの結果､デュッセルドルフに限らず､一般的に､

帰国子女の受験における結果は優れたものになって

いるという36｡デュッセルドルフのケ←スにおいても､卒

業生は､日本国内の有名校や､海外に進出している

私立有名校への進学を果たしている37｡企業派遣者

において教育が非常に熱心に行われるのは､海外と

いう特殊な環境に子供をおいているという危機感と同

時に､企業派遣者たち自身が高い教育を受け社会

的･経済的に安定的で恵まれた位置にいるという点が

大きな理由だろう｡

また､日本人学校の生徒数には日本企業の海外展

開状況が如実に表れる｡1990年代初頭にドイツ進出

ブ-ムがおき､1992年に企業数が最大となる｡そのド

イツ進出ブ-ムの裏には｢ベルリンの壁｣の崩壊がある｡

この企業数の変化と全く同様の変化傾向が児童生徒

数に見られる38｡企業の海外進出の方針と､ひいては

｢ベルリンの壁崩壊｣といった世界規模での社会変動

が､企業派遣者とその家族の移動と生活に大きく影

響している｡

以上のように家庭向けのインフラが充実しているが､

デュッセルドルフについての日本企業の評価のうち最

も高いものは､教育関連を代表とした家族向けのイン

フラであり､そのほかの産業上の立地条件の全てを上

回っていることが特徴的である｡このような評価はフラ

ンス･イギリス･オランダの企業には見られない39｡家族

向けインフラの充実 ･核家族での移動･日本企業の進

出の3つがシナジー効果を発揮する中で､大きな日本

人社会が形成されたと考えられる｡

第 2節 日本人の居住分布

デュッセルドルフは 50の地区に分けられている｡外

国人の出身国という視点からそれらの地区を分類する

と､図5のように大きく3つに分けることができる｡すなわ

ち地域 A:日本を含めた先進国からの移民が住む地

域､地域 B:途上国からの移民が住む地域､地域 C:
日本人が特に多く住む地域である｡デュッセルドルフ

において特有なのは､地域 Cの存在である｡日本も先
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進国であるので､地域 Aには日本人も住んでいる｡だ

が､それとは別に日本人だけが他の先進国からの移

民とは分かれて集住している地域が存在しているので

ある｡

AとBとは外国人の出身国で分かれるだけではなく､

図6のように住民の所得によって分けることもできるO先

進国からの移民が住む地域とはすなわち､高所得層

の住む地域である｡さらに､蓑9のように地域別の外国

人比率､人口密度､所得失業においてもはっきりとし

た違いが見られるOこれは高ステータス移民と低ステー

タス移民との所得格差が顕著に現れている点である｡

また､高ステータス移民の絶対数は少なく､全住民に

おける割合は低く､存在感は大きくはない｡それに対し

て､ドイツ全体の傾向と同様に､低ステータス移民は

莫大な数が流入しているため､全住民に対する割合

は高く､存在感がある｡

凝ら デュッセルドルフの3つの地域

このように高ステ-タス移民と低ステータス移民の特

徴が､はっきりと見られるAとBの両地域に対して､C

の地域には独特の傾向が見られる｡C の平均所得は､

AとBの平均所得の中間に位置している｡失業率も中

間に位置している｡また､高ステータス移民と低ステー

タス移民との住み分けという意味でも､他の地域の傾

向とは箕なっているOすなわち､Cの地域においては､
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日本人の次に多く住んでいる外国人は､トルコ､ギリシ

ャなどの低ステータス移民なのである｡日本人の多くが

高ステータス移民であるにもかかわらず､その他の高ス

チ-タス移民の行動とは違うのであるoまた､この地域

Cの存在は､1979年以来変化がなく､デュッセルドル

フにおいて長期的に固定された構造となっている40｡

ii.瀬･:兵F.千.i:,･T'Uは さそりレurlrj等鹸 ;帥 触JP:.Sl.s{Ji :)鵬 的;dllrl
糾 :).吉 粥川†liL,づ棚巾 .Je.j宍i如r',tは/th脚榊!Iやい.さ川虫fi./Irt如 .州 .iH

表 9外国人の出身国と地域の特徴

外国人率 人口密度 失業率 主な居住外国人

地域 A 9.40% ー423.7 4.20% 莱.英.蘭.日.仏

地域 B 19.90% 6394.7 9.60% トルコ.ギリシャ

出所:LandesHauptstadtDuesse/doff

http:/ン毎W軌duesseldorf.de/ue/
(2005パ0/乍データ取得)から作成

地域 Cには､5つの地区が含まれる｡都市の中心部

に位置するシュタットミッテ地区と､都市の中心部と川

を挟んで西側のニーダーカッセルを初めとした4つの

地区である｡この2つの地域に日本人が集住するのは､

明白な理由がある｡

シュタットミッテ地域には､日本大使館､日本人クラ

ブ､日本企業､日系ホテル､各種 目本人向けビジネス

など､日本関連の機能が集中するインマ-マン通りが

ある｡インマ-マン通りこそが､ドイツにおける日本の中

心街なのである｡だが､インマ-マン通りを除けば､基
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本的には低ステータスの移民が多く住む地域であり､

高所得層の住む地域ではない｡この周辺に住む 日本

人は､レストランのウェイターなど日本人向けビジネス

の従業員が多いO彼らは企業派遣者とは異なる所得

階級に所属しており､平均所得の低い地区に居住す

ることに大きな疑問はないOまた､企業派遣者がこの地

域に住む場合は､滞在としては短期の部叛に入る長

期出張者や､赴任直後の派遣者が引越しを前提とし

て一時的に住む者が多い｡日本関連の施設が集中し

ているため､派遣初期の段階での生活が容易であるこ

とが理由であろう｡以上のように､シュタットミッテ地区

は､インマ-マン通りの存在によって日本人の集住が

進んでいるのである｡

もう1つの日本人の集任地は､図7に示めされる川

西側の4つの地区である｡この地域には日本人以外で

は途上国からの移民が住んでいることは､すでに指摘

した｡平均所得や失業率も良好な数字を出している

地域ではない｡ だが､実は､この地域を細かく地域別

に見ると状況が少し異なる｡この4つの地区の中でも

東側のニーダ←カッセルおよびオーバーカッセルでは､

日本人が外国人の中でほぼ独 占的な位置を占めて

いる｡この2つの地区は所得と失業率において非常に

良好な数値となっているOそれに対して､西側のレ-リ

ックとヘールドットにおいては途上国からの移民と日本

人の数が括抗している｡この 2地区については低所

得･高失業率地区となっている｡

ニーダ-カッセルおよび､オーバーカッセルについ

ては､住民の所得層から考えて日本人の企業派遣者

が住む場所としてはごく自然である｡しかし､より重要

な集住の理由は日本人学校の存在である｡第 3章に
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て指摘したように､日本人企業派遣者の特色は学齢

期の子供を伴っての移動である｡子供の学校を中心と

して集住が進むのは極めて自然な展開ということが出

来るだろう｡しかし､1972に日本人学校が設立された

時､なぜニーダーカッセルという立地を選んだのだろう

かOニーダ-カッセルとオーバーカッセルの二つの地

域についてより詳しく調べると､この二つの地域が日本

人がデュッセルドルフに拠点を作り始めた頃､開発途

中の地区だったことがわかる｡デュッセルドルフの統計

年報によると1963年からの十年間で1563軒の住宅が

増加したが､次の十年間では 737軒､次の十年間で

は 339軒の増加に留まっている｡60年代に開発が行

われ､70､80年代には開発がひと段落ついたものと思

われる｡グローバル化という言葉が一般化するはるか

以前に､保守的な社会を展開するドイツに外国人とし

てやってきた日本人にとって､開発途上地区は住居を

構え易かったのだろうO加えて､高所得層の住む地域

の中で最もインマ-マン通りに近く位置していることを

加味して､初期の日本人たちがこ-ダーカッセルを居

住地に選んだものと患われる｡

では､レ-リックおよびヘールドトという低所得層の

地域に日本人が住んでいるのは何故なのだろうか｡そ

れは､ニーダ-カッセルおよびオ-バーカッセルの住

居の価格高騰および､駐在員の貸金の低下によって

説明することが出来る｡80年以降､住居費の価格高

騰が指摘されている410また､一方で､日本企業はグロ

-パル活動が一般化するに伴い､駐在員の賃金は低

下している｡同時にデュッセルドルフには様々な日系

企業が進出しているため､企業によって貸金の格差が

あるものと思われる｡ニーダーカッセル4オーバーカッセ

ルの住居費が高騰する中､住居費にそれだけのお金

を回す余裕はないが､日本人学校の周辺に住む必要

のある企業派遣者がへ…ルドトやレ-リックに住み始

めたと考えられる｡ライン川の川幅を考え合わせれば､

東への展開は自然である｡

以上は調査に基づいた私の推測であるが､この推

測にを裏付けるインタビューを得ることができた｡メ-カ

-派遣者のT氏は､ニーダーカッセルの住居について

家賃の高さと､家族連れには住宅が狭いことを指摘し

た｡さらに､完全な売り手市場で､タイミングが良くない

と空き物件もないということである｡興味深い点は T氏

はレ-リックでもなく､ヘールドトでもなく､デュッセルド

ルフの隣の市であるメ-ヒヤブ-フの中のデュッセルド

ルフに一番近い地区であるビューテリッヒに住んでいる｡

さらに､その地区には T 氏だけではなく､多数の日本

人が住んでいるとのことである｡その地域は､インマ-

マン通りから遠く､日本食料品などの買い物をするた

めには､不便であると思われる｡しかし､T 氏の家庭で
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はインマ-マン通りで買い物をすることはほとんどない

ということだった｡最近では近所のスーパーで購入でき

る食材で十分に日本食を作ることが可能なのだという｡

また､北海鮮魚という鮮魚の宅配サービスがオランダ

からやってくるため､鮮魚の入手に因ることもないという

ことである｡また､友人関係においても特にデュッセル

ドルフの強固な日本人社会に巻き込まれることなく生

活しているとのことである｡この動きは経済的にも社会

生活的にも､これまでのインマ-マン通りや 日本クラブ

を中心とした日本人社会のあり方に一石を投じるもの

なのではないだろうか｡

私が3章で指摘した企業派遣者の三つの特徴のう

ち､学齢期の子供の存在は､居住地の選択に決定的

な影響を及ぼしているが､強固な日本人社会を形成

するという点と､経済的に恵まれているという点につい

ては､時代を経る中で変化しつつあるのかもしれない｡

第3節 現地人からの視点

私は､1月 18日から25日までの七 日間､ケルンとデ

ュッセルドルフでフィールドワークを行った｡その中で現

地人とは､30分から数時間にわたるインタビューを4名､

5分ほどのインタビューは35名と行った｡それらの中で

知ることができた､現地の側から見た日本人について

ふれたい｡インタビューでは､デュッセルドルフに在住

か否かによって､日本文化への接触経験や理解が高

いかを調べる目的で行った｡表 10がインタビューの結

果である｡

表 10 日本についてのインタビュー

デュッセルドルフ在住者(18人) 他都市在住者(21人)

なんらかの知識.印象を持つ 16人 10人

日本人の知人､友人を持つ者 9人 2人

特別な知識A関係を持つ者【i】 6人 0人
li】父親が日本企業の社員である､週一度以上のペースで日本食
レストラン
に行く(三名)､Eko一七ausでの文化講習を受講している､日本人の
友人を20

人以上持つ､日本料理を手作りする
出所:2006年1月23日にデュッセルドルフ中央駅にて実
施

このインタビューから､デュッセルドルフ居住者は､

非居住者に比べて明らかに日本文化との接触が多い

ということが言えそうである｡また､このインタビュ-の中

での傾向としては､デュッセルドルフ居住者の中でも多

く日本文化に接触しているのは､比較的富裕層と患

われる人 ､外国人よりもドイツ人､外国人の中では先

進国出身の外国人という傾向がみられた｡特に､日本

について特別な知識を持つ者は､高所得者層に多い
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ように見受けられた｡

何らかの印象を日本人に持っている人に共通してい

る点は､日本人に対して基本的に好印象を抱いてい

る点である｡日本人の印象として挙げられるのは､友

好的､仕事熱心､親切､もの静か､危害を加えない､

などであった｡地元経済への貢献度が大きい一方で､

現地社会にマイナスの影響をもたらす要素が少ないの

がその理 由であると恩われる｡だが､日本人クラブなど

が中心となっての団体的な交流活動の熱心さを認め

る一方で､個人的接触の困難性や､日本人の排他的

な集団行動への指摘もあった｡一般的には日本人は

好印象で受け止められていると言えそうだが､より深く

日本人と日本文化に触れたいと考える人々にとっては､

やや物足りない面があるようである｡

全般的には好印象だが､現地で日本人について悪

く言う声もないわけではない｡多くの企業派遣者が比

較的裕福であるため､物価の吊り上げをしているという

声があった｡とりわけニーダ←カッセル､オーバーカッセ

ルの家賃を日本人が高騰させたことはデュッセルドル

フ内では有名な話として受け入れられているO二つの

地域の家賃についての統計を見つけることはできなか

ったが､二つの地域 合計の住居数は 1973年から

2003年の30年間の間に､2104件上昇しているにもか

かわらず､同合計の全住 民数は一貫して減少傾向で

同期間に 3025人減少しているOこれは住居-人当た

りの使用面積が増えていることを示している｡このこと

から住宅の対象が高所得化しているとは言えるだろう｡

また､72年の日本人学校の設立以来､日本人が集住

するようになり､全体が減少する中で日本人だけが一

貫して増加傾向を続け､2003年現在で住民の18.5%

までに至っていることを考え合わせると､日本人が両地

域の家賃を吊り上げているということは事実である可能

性が高い｡だが､この点についても一部の現地人の不

満に過ぎない｡なぜならば､この二つの地区は家賃高

騰以前から高級住宅街であり､富裕層のみしか居住

を検討することのできない場所だからである｡一部の高

所得者の不満にとどまっているようである｡

むしろ日本人が反感をかった例として重大なものは､

1982年の地元行事､カーニバルの際においてであっ

たOカ-ニパルでは女性が毎年一人女王様として集り

の主役を務めるが､1991年に日本人女性を女王様に

するという動きがあった｡しかし､｢女王に黄色い卵を

投げつけろ｣という新 聞記事や､地元重鎮の｢なりたが

っているドイツ人女性がたくさんいるのに外国人にやら

せるのはいかがなものか｣などといった差別的な内容も

含む抗議を受け､決定前 日に白紙となった42｡この件

以降､日本人社会は公式的にはカーニバルとは距離

を置くようになっている｡しかし､この件を単純にドイツ
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側のナショナリズムや差別主義と結びつけて語るのは

短絡的である｡カ-ニパルを楽しむための必須条件と

して現地人が指摘するのはデュッセルドルフの地元方

言を理解できることであるという｡方言での言葉遊びや

社会風刺が祭りの最重要ポイントであるため､方言を

理解しない限り祭りそのものを楽しむことはできないと

いうことである43｡

日本人の側からは､ドイツ人の受け入れについて､

差別的であるという指摘もあった｡日々の生活の中で

差別的扱いを受けたと感じるのであろうが､その端的

なエピソードとしてカ←ニパルの事件は日本人の間で

語り継がれている模様である｡

以上のように､インタビュ-では､①現地人にとって

ドイツの他都市に比べ 日本文化が身近で､接触経験

や理解が深い､②同じ街に住んでいるにも関わらず､

個人的な接触が難しい､③ 日本人の印象は良い｡④

日本人は現地化をせず独語も理解しないため隔たり

がある｡という点を現地人に確認することができた｡こ

れらの点は､3章で挙げた企業派遣者の特徴と深く繋

がっていると言えるだろう｡

おわ りに

最後に本論文の結論を述べる｡第3章において､日

本の企業派遣者の特徴として､(∋移動に自主性はな

いが､平均 3,5年で帰国するため､現地化をせず､強

固な日本社会を形成しその中で生活を行う､②経済･

社会的に恵まれた待遇を享受している､③学齢期の

子供をふくむ家族での移動を行う傾向が強い､の3点

を指摘した｡これらの特徴は､｢日本人｣で､かつ､｢企

業派遣者｣である者とその家族の持つ固有の特徴で

ある｡彼らは｢日本人一般｣と｢世界各国からの企業派

遣者一般｣のいずれよりも狭い定義で括られた社会集

団である｡その意味で､このような特殊な社会集団に

所属している人々が､集まって作り上げ､それにその

他の種類の日本人が加わってできあがったというのが

デュッセルドルフの日本人社会であるといえる｡今でも

企業派遣者が 日本人社会の中核であり､彼らの作り

上げた社会には彼らの特殊性が現れている｡例えば

第3章で示したように､デュッセルドルフの日本人の年

齢構成を見ると､極端に高齢者が少ないo日本国内

の高齢化社会とはかけ離れたものである｡

日本人企業派遣者は､現地のドイツ人とも日本国

内の一般的な日本人とも異なる人々であり､異なる需

要を持っている｡その需要はやがて､生活や教育にか

かわる商品やサ-ビスを販売する供給を呼び､その供

給が現地での生活環境を改善し､改善された生活環
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境は､欧州進出を目指す日本企業にプル要因として

作用する｡そして新たに企業が進出すれば､企業派

遣者が増え､さらに需要が累進的に大きくなる｡プル

要因は非企業派遣者にも作用し､彼らも巻き込んで

巨大化する｡このようにしてデュッセルドルフの日本人

社会は発展してきたと考えられる｡その需要の代表例

が､教育に対する強い需要であった｡日本国内にお

いて社会的地位が比較的高い人々が､平均 3.5年で

帰国する移動を､核家族で行うため､日本の教育シス

テムに合わせた質の高い教育への需要が生まれるの

である｡そして､教育インフラが整備され､学校を中心

とした集住が行われたといえる｡

教育に象徴的に見られるように､デュッセルドルフに

生まれた日本人社会は､やや特殊な人々が構成員と

なって､生み出したやや特殊な社会ということができる

だろう｡ここでの特殊という言葉の意味は､ドイツという

環境において｢日本人｣という特殊性のみを指している

のではなく､｢企業派遣者｣という企業人としての特殊

性も含んでいる｡

何度も挙げるように､この論文では､日本人企業派

遣者の特徴として3点を挙げた｡この論文を閉じるにあ

たって､もう1点に触れておきたいことがある｡上述の3

点は社会の構成員が共通して持つ特徴であるのに対

して､もう1つの特徴は社会全体として持つ特徴である｡

それは､日本人企業派遣者の作り出した社会は､社

会そのものは存続するが､その構成員は常に新陳代

謝をしているということである｡例えば､第4章で指摘し

た､ニーダーカッセルとオーバーカッセルでの集住は､

日本人社会の歴史の初期から始まっていると患われる

が､居住者は当時とははば全員が違う個人になってい

ると考えられる｡

日本人社会はすでに長年にわたってデュッセルドル

フに存続しており､ドイツ社会も全般的には快く日本

人社会を受け容れているという｡しかし､その関係は企

業派遣者個人と現地人個人が長年にわたって作り上

げてきた信頼関係ではなく､個人の後ろに存在してい

る､構成員を変化させつつバトンタッチを繰り返す 日

本人社会である｡また､デュッセルドルフの日本人社

会のさらに後ろには､ドイツ経済に貢献する日本企業

という企業社会､あるいは先進として国際社会に貢献

する日本国という存在があるだろう｡個人レベルで､か

つ永続的な交流 ､外交に貢献しているのはむしろ企

業派遣者よりも永住組であろう｡このことから､私は企

業派遣者について､逆説的な結論を持つにいたった｡

すなわち､彼らは個人として真にグローバルな活動を

行っているとは言えないということである｡そのことは､

個人として自由に国境を越えて活動を行う主体ではな

いということと､現地の人間と長年にわたる深い関係性



資 本 と 地 域

ことができるO国境を越えて自由に活動を行うのは多

国籍企業であり､現地人･社会と継続的な関係を築く

のは構成員が新陳代謝する日本人社会である｡企業

派遣者は多国籍企業や 日本人社会の一員として存

荏

しているにすぎない｡嚢を返せば､グローバルな主体で

はないからこそ､遠隔地であっても擬似的な日本を求

め､日本人社会が発展したと考えることもできる｡その

意味でデュッセルドルフにおける日本人社会の発展は

E]本人の企業派遣者の非グローバル性を示している

のかもしれない｡
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イ ンタピュ- リス ト

日本人

サー ビス系派遣者 o氏

メーカ-派遣者 T氏

日本食 レス トランウエイ トレス T氏

独立系ビジネス経営者 E氏

ギムナジウム生徒 F君

企業派遣者の配偶者 N氏

定年後永住者 S氏

ドイツ人

ドイツ人配偶者 S氏

ドイツ人配偶者 Z氏

ドイツ人配偶者 W氏

ドイツ人弁護士 A氏

大学教授 P氏

メーカー勤務 B氏

学生 0氏

そ の他

在住歴 4年 半

在住歴 6ケ月

在住歴 8ケ月

在住歴 10年

在住歴 4年

在住歴 3年 半

在住歴不明

在住歴 35年

在住歴 30年

在住歴 20年

在住歴 7年

在住歴 7年

在住歴不 明

ケル ン在住

デ ュッセル ドルフ在住 16名

その他の都市在住 20名




